
局 部 課

3 年度

9

10

人

有

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区、地域団体

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠
災害対策基本法、堺市災害対策本部条例、国民保護法、堺市自主防災組織の育成指導等に関する要綱

（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

堺市国土強靭化地域計画、堺市地域防災計画、堺市業務継続計画、堺市災害時受援計画、堺市国民保護計画

Ⅰ．基本情報

有 取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ①危機対応力の強化

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

11.5,11.b

―

令和6年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和5年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 危機管理体制整備事業 事業番号 002-001

担当部署名 危機管理室 危機管理室 危機管理

施策5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上

ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット

―

― 目標値

平成 18

公民連携・協働事業

点検対象年度 令和 7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

・危機事象発生時における被害情報の把握整理を行う体制や市民への避難情報が確実に発信・伝達できる体制を整

備するなど、危機への対応を迅速かつ確実に行うことができるよう体制や環境を整備する。

・大規模災害が発生し行政機能が低下することを想定し、校区自主防災組織など地域の方々の共助による、救出救

護、初期消火、避難所対応等が行えるよう各区役所と連携し自主防災組織の活動を支援し、地域防災力の向上を図

る。

5

全市民、全自主防災組織
対象数 単位

813,153

回

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

・市災害対策本部や区災害対策本部等、災害対応拠点での確実な運営ができるよう実施体制の見直しや強化

・総合防災訓練、災害対応図上訓練の実施

・防災行政無線など各種情報発信機器の整備・保守

・堺市国民保護計画に基づく避難施設の確保などの取組

・自主防災組織における地区防災計画策定に向けた支援

・自主防災組織支援力の向上を目的とした本庁及び区役所職員の防災士資格取得促進

・本市受援体制強化を目的とした「総務省応急対策職員派遣制度」の積極的に活用し、被災地派遣により得た知見を

もとに受援体制や業務継続計画の防災力の強化を図る

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 防災行政無線等各種システム整備・保守業者

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

各種訓練の実施回数 回

目標値 3 5 5 5

当該指標を選定した理由
災害対応力強化を目的とした各種訓練を確実に実施することが、災害対応の実効性を確保するうえで最も

重要であり、その実施状況が成果として評価できるため。

目標値の設定根拠・算出方法 総合防災訓練、災害対策本部運営訓練その他実動訓練の実施回数

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

点検対象年度

実績値 5 3

達成率 167% 60%

令和4年度 令和5年度 令和6年度

情報発信訓練の実施回数

当該指標を選定した理由
防災行政無線など各種システムを通じ、有事において市民に避難情報等が正確に伝わることが重要であり、そ

れを確認する訓練の実施が、成果を上げる手段として適格であるため。

目標値の設定根拠・算出方法 Ｊアラート全国一斉訓練、大阪880万人訓練その他情報発信訓練の実施回数

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 5 6 6

実績値 6

120% 83%

5

達成率



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

14,567 14,563

5,830 5,830

5,148 5,148

0 0

決算

119

危機管理体制整備事業 事業番号 002-001

令和6年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度

事務事業名

0

防災行政無線負担金 142 4 4

財

源

内

訳

国支出金 0 0

令和6年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

0 0

市債 67,900 88,800 198,200 57,500 398,900

決算

137,447 134,803 290,257 122,028

4その他

府支出金　

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0 0

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 157,447 154,803 318,157 149,928

45,999 92,053 64,524 53,494

人件費  （ｂ） 20,000 20,000 27,900 27,900 27,900

10,692 10,692

6,200

年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

事

業

費

内

訳

項　　　目

予算

決算 0

13,000 13,000 R6

防災行政無線（同報系）屋外拡声

子局整備工事（石津川水系ほか）

0 R6 予算

R5 決算 0 0 R5 決算
機械・機器等借上料（枠）

6,200
防災行政無線保守工事費（枠）

R5 決算

事業費

4,583

R6 予算 243,373 73 R6 予算

R5 決算 0 0

0

令和4年度

119

R5 決算 12,399 12,399
その他

R5 決算

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

① 防災スピーカー設置数 基

Ⅳ．事業の効率性

備考（算出についての説明等）

19

R5

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

・避難情報や避難所開設情報、災害情報等を市民に広く周知するため、J:COM防災情報サービスや堺市公式LINE防災メニューを新たに導入したこ

とで、災害発生時の市民への情報発信力の強化に寄与した。

・総合防災訓練の実施においては、国土交通省と実施日及び場所を合わせて合同で実施することにより、大幅に経費を削減して実施することができて

いる。

・防災行政無線をはじめとした災害発生時における各種システムの整備・保守を継続することにより、迅速に避難情報を発令するための情報収集と避

難情報の発令など市民への呼びかけを確実に行える環境を維持する。

・各種システムに係る機器を確実に操作し、有事の実効性を担保するために総合防災訓練をはじめとした各種訓練を実施する。

・また、訓練を通じて市職員全体の災害対応能力の向上と意識醸成を図っていく。

・これらの取組を着実に進めることで、市の防災・減災力の向上を図る。

R6 予算 149,600 0 R6

防災テレメータシステム観測局設備

改修業務（1期）

決算 当初予算 決算

防災行政無線（同報系）屋外拡

声子局整備工事実施設計業務

R5 決算 6,219 19 防災行政無線(同報系)システム

改修業務

R5 決算

防災行政無線（同報系）屋外拡

声子局整備工事監理業務

R6 予算 0 0 R6 予算

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 69,405

当初予算

0

うち

一般財源

4

452,398

480,298

10,692 10,692

4,583

68,420 17,120

予算 17,703 17,699

R5

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

防災行政無線（同報系デジタ

ル）保守点検業務

単位区　　分

R6 予算

防災テレメータシステム保守管理業

務

単位当たり経費

17

16

11,539

96,966

0

R6 予算 6,000

令和5年度

12,399

104,193


